
 
 
（２）産業基盤整備勘定 
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（産業基盤整備勘定）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 4,382,476,355

有価証券 4,100,000,000

貯蔵品 11,258

前払費用 743,890

未収収益 11,868,251

未収入金 1,004,484

前払金 812,949

　　　　流動資産合計 8,496,917,187

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

工具器具備品 1,599,220

　減価償却累計額 △ 1,519,211 80,009

有形固定資産合計 80,009

２　投資その他の資産

投資有価証券 16,772,456,424

求償権 1,456,540,317

長期前払費用 12,642

前払年金費用 8,324,564

　貸倒引当金（△） △ 1,456,540,317

投資その他の資産合計 16,780,793,630

　　　　固定資産合計 16,780,873,639

　　　　　資産合計 25,277,790,826

負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 17,536,486

未払法人税等 28,880

前受金 17,895,403

預り金 845,606

仮受金 28

引当金

　賞与引当金 4,468,157 4,468,157

　　　　流動負債合計 40,774,560

Ⅱ　固定負債

引当金

　退職給付引当金 76,604,602

　保証債務損失引当金 215,501,081 292,105,683

　　　　固定負債合計 292,105,683

　　　　　負債合計 332,880,243

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 23,693,061,200

　　　　資本金合計 23,693,061,200

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 49,567,325

その他行政コスト累計額 （注） △ 3,443,132

　 減価償却相当累計額（△） （注） △ 1,230,462

　 除売却差額相当累計額（△） （注） △ 2,212,670

民間出えん金 （注） 900,540,000

　　　　資本剰余金合計 946,664,193

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 （注） 221,396,760

積立金 80,225,832

当期未処分利益 3,562,598

　（うち当期総利益 3,562,598 ）

　　　　利益剰余金合計 305,185,190

　　　　　純資産合計 24,944,910,583

　　　　　負債純資産合計 25,277,790,826

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

貸借対照表
（令和6年3月31日）
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（産業基盤整備勘定）

Ⅰ　損益計算書上の費用

新事業展開・創業支援業務費 105,432,214

経営環境変化対応業務費 3,306,454

一般管理費 35,600,193

雑損 39

法人税、住民税及び事業税 28,880

損益計算書上の費用合計 144,367,780

Ⅱ　行政コスト 144,367,780

（単位：円）

行政コスト計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）
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（産業基盤整備勘定）

経常費用

新事業展開・創業支援業務費

保証債務損失引当金繰入 46,598,805

役員給 403,843

給与賞与諸手当 37,441,777

法定福利費 5,465,200

賞与引当金繰入額 3,092,299

賃借料 6,738,795

その他新事業展開・創業支援業務費 5,691,495 105,432,214

経営環境変化対応業務費

役員給 24,136

給与賞与諸手当 2,081,001

嘱託・臨時職員給与 205,180

法定福利費 302,413

賞与引当金繰入額 147,050

賃借料 426,156

その他経営環境変化対応業務費 120,518 3,306,454

一般管理費

役員給 685,132

給与賞与諸手当 7,378,660

嘱託・臨時職員給与 1,973,028

法定福利費 1,947,633

賞与引当金繰入額 1,009,970

業務委託費・報酬費 6,978,248

賃借料 4,385,355

保守修繕費 4,564,531

雑費 2,915,094

その他一般管理費 3,762,542 35,600,193

雑損 39

経常費用合計 144,338,900

経常収益

債務保証料収入 32,460,748

資産運用収入 2,070,000

財務収益

受取利息 45,438

有価証券利息 29,358,721 29,404,159

雑益 646,224

経常収益合計 64,581,131

　　経常損失 79,757,769

臨時利益

貸倒引当金戻入益 3,844,960

退職給付引当金戻入益 7,029,459

臨時利益合計 10,874,419

税引前当期純損失 68,883,350

法人税、住民税及び事業税 28,880

当期純損失 68,912,230

前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 72,474,828

当期総利益 3,562,598

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

損益計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）
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（産業基盤整備勘定）

（単位：円）

23,693,061,200 23,693,061,200 49,567,325 △ 1,230,462 △ 2,212,670 900,540,000 946,664,193 293,871,588 66,285,977             13,939,855 -                       374,097,420 25,013,822,813

当期変動額

13,939,855 △ 13,939,855 -                           -                               

△ 68,912,230 △ 68,912,230 △ 68,912,230 △ 68,912,230

△ 72,474,828 72,474,828 72,474,828 -                           -                               

-                               -                               -                     -                     -               -                    -                    △ 72,474,828 13,939,855 △ 10,377,257 3,562,598 △ 68,912,230 △ 68,912,230

23,693,061,200 23,693,061,200 49,567,325 △ 1,230,462 △ 2,212,670 900,540,000 946,664,193 221,396,760 80,225,832             3,562,598 3,562,598 305,185,190 24,944,910,583

当期首残高

純資産合計
政府出資金  資本金合計 減価償却相当累

計額(△)

除売却差額
相当累計額

(△)

その他行政コスト累計額

民間出えん金

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金

うち当期総利益
利益剰余金

合計

資本剰余金合計 前中期目標期間
繰越積立金

積立金
当期未処分利益資本剰余金

　Ⅰ 利益剰余金の当期変動額

純資産変動計算書
(令和5年4月1日～令和6年3月31日)

当期末残高

　　　　積立金への振替

　(２) その他

　　　　当期純損失（△）

　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額

当期変動額合計

　(１) 利益の処分又は損失の処理
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（産業基盤整備勘定）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロ－

商品又はサービスの購入による支出 △ 35,875,611

人件費支出 △ 56,898,529

債務保証料収入 36,461,621

求償権回収による収入 3,844,960

出資事業収入 2,070,000

消費税等還付額 93,535

その他の業務収入 640,833

　　　小計 △ 49,663,191

利息及び配当金の受取額 21,073,469

法人税等の支払額 △ 29,260

　業務活動によるキャッシュ・フロ－ △ 28,618,982

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロ－

有価証券の取得による支出 △ 10,000,000,000

有価証券の償還による収入 10,000,000,000

定期預金の払戻による収入 2,000,000,000

　投資活動によるキャッシュ・フロ－ 2,000,000,000

Ⅲ　資金増加額 1,971,381,018

Ⅳ　資金期首残高 2,411,095,337

Ⅴ　資金期末残高 4,382,476,355

（単位：円）

キャッシュ・フロ－計算書
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）
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（産業基盤整備勘定）

Ⅰ　当期未処分利益 3,562,598

当期総利益 3,562,598

Ⅱ　積立金振替額 221,396,760

前中期目標期間繰越積立金 221,396,760

Ⅲ　利益処分額

積立金 224,959,358

（単位：円）

利益の処分に関する書類
(令和6年6月27日)
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Ⅰ 重要な会計方針 

 

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和 3 年 9

月 21 日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」

（令和 4 年 3 月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）のうち、収益認識に係る改訂内容

を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

１．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、工具器具備品の耐用年数は 2 年～10 年であります。 

 

（２）特定の償却資産 

有形固定資産のうち、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87 第 1 項）の減価償却相当

額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

２．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

求償権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金 

役員及び職員等に対する賞与の支払に充てるため、将来の支払見込額のうち当事業年度に発生

した額を計上しております。 

 

（３）保証債務損失引当金 

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上し

ております。 

なお、当該引当金の計上にあたっては、一般債権に相当する被保証先については保証履行等実

績率に基づき、また、貸倒懸念債権及び破産更生債権等に相当する被保証先については個別に保

証履行可能性を勘案して計上しております。 

 

３．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法 

役員及び職員等への退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づいて退職給付引当金（前払年金費用）を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生事業年度に全額費用処理しております。 
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４．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

 

（２）その他有価証券 

市場価格のない株式等については、移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

５．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 

先入先出法による低価法によっております。 

 

６．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

７．重要な会計上の見積り 

   保証債務損失引当金 

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額 

    保証債務損失引当金           215,501,081 円 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

① 当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法 

 保証債務損失引当金の算出方法は「Ⅰ重要な会計方針 ２．引当金の計上基準（３）保証

債務損失引当金」に記載しております。 

 

② 当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 

 主要な仮定は、「債務保証に係る保証先区分の判定における被保証先の信用リスク」であ

り、保証先区分毎に、過去の実績と同程度の保証債務が履行されると仮定しております。 

 

③ 翌事業年度の財務諸表に与える影響 

被保証先の財務状況の悪化等が生じ、保証債務の履行が将来発生した場合には、翌事業年

度以降の財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

Ⅱ 注記事項 

 

［貸借対照表関係］ 

１．保証債務 

令和 6 年 3月末現在における保証債務残高は、9,885,370,737 円であります。 
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 ２．その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 

   その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額は△3,443,132 円でありま

す。 

 

［行政コスト計算書関係］ 

 １．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 144,367,780 円 

自己収入等 △ 75,455,550 円 

法人税等及び国庫納付額 △ 28,880 円 

機会費用 172,190,933 円 

独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト 
241,074,283 円 

 

 ２．機会費用の計上方法 

   （１）政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

          10 年利付国債の令和 6年 3 月末利回りを参考に 0.725%で計算しております。 

 

    （２）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

     当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に対

応する部分について、退職手当支給規程に定める退職給付支給基準等を参考に計算しておりま

す。 

 

［損益計算書関係］ 

１．その他新事業展開・創業支援業務費の内訳は、次のとおりであります。 

嘱託・臨時職員給与 3,106,920 円 

旅費交通費 610,534 円 

業務委託費・報酬費 1,484,328 円 

通信運搬費 22,997 円 

水道光熱費 120,387 円 

租税公課 27,196 円 

消耗品・備品費 39,933 円 

雑費 700 円 

諸謝金 278,500 円 

合 計 5,691,495 円 

 

２．その他経営環境変化対応業務費の内訳は、次のとおりであります。 

旅費交通費 10,605 円 

業務委託費・報酬費 97,107 円 

通信運搬費 1,297 円 
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水道光熱費 7,608 円 

租税公課 1,264 円 

消耗品・備品費 2,637 円 

合 計 120,518 円 

 

３．その他一般管理費の内訳は、次のとおりであります。 

福利厚生費 43,078 円 

旅費交通費 683,668 円 

通信運搬費 460,463 円 

保険料 20,858 円 

水道光熱費 59,212 円 

租税公課 173,641 円 

消耗品・備品費 1,344,229 円 

研修活動費 257,710 円 

諸謝金 684,696 円 

印刷製本費 34,987 円 

合 計 3,762,542 円 

 

［キャッシュ・フロー計算書関係］ 

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金 4,382,476,355 円 

資金期末残高 4,382,476,355 円 

 

［退職給付関係］ 

１．採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役員及び職員等への退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定

拠出制度を採用しております。 

退職一時金制度（非積立型の確定給付制度）では、退職給付として、内部規程に基づき支給してお

ります。 

確定給付企業年金（積立型の確定給付制度）及び確定拠出年金では、経済産業関係法人企業年金基

金に加入しております。 

 

２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務  146,603,393 円 

勤務費用  3,232,079 円 

利息費用  359,525 円 

数理計算上の差異の当期発生額  △3,187,858 円 

退職給付の支払額  △8,055,133 円 

過去勤務費用の当期発生額  △1,779,852 円 

－138－



   

制度加入者からの拠出額  165,966 円 

期末における退職給付債務  137,338,120 円 

 

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産  65,279,174 円 

期待運用収益   1,049,124 円 

数理計算上の差異の当期発生額  4,728,710 円 

事業主からの拠出額  1,104,797 円 

退職給付の支払額  △3,269,689 円 

制度加入者からの拠出額  165,966 円 

期末における年金資産  69,058,082 円 

 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整

表 

積立型制度の退職給付債務  60,733,518 円 

年金資産   △69,058,082 円 

積立型制度の未積立退職給付債務  △8,324,564 円 

非積立型制度の未積立退職給付債務  76,604,602 円 

小 計  68,280,038 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額  68,280,038 円 

退職給付引当金  76,604,602 円 

前払年金費用  △8,324,564 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額  68,280,038 円 

 

 

（４）退職給付に関連する損益 

勤務費用（注）  3,232,079 円 

利息費用   359,525 円 

期待運用収益  △1,049,124 円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額  △7,916,568 円 

過去勤務費用の当期の費用処理額  △1,779,852 円 

合 計  △7,153,940 円 

（注）勤務費用から、企業年金に対する役職員拠出額を控除しております。 

 

（５）年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

債 券 43% 

株 式  45% 

保険資産 4% 
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その他 8% 

合 計 100% 

 

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

     期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

割引率  

退職一時金制度 0.00％ 

確定給付企業年金制度 1.02％ 

長期期待運用収益率 3.00％ 

 

３．確定拠出制度 

  当機構の確定拠出制度への要拠出額は、124,481 円でありました。 

 

［金融商品関係］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当機構は、資金運用については独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）等に基づき運

用の安全性・確実性を確保し、また決済資金等の資金需要に備えられるよう流動性を確保すると

ともに、収益稼得のための効率性・収益性を確保することとしております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

保有する金融資産は、主として満期保有目的で所有している債券であり、発行体の信用リスク

及び市場価格の変動リスクに晒されております。これらについては独立行政法人中小企業基盤整

備機構余裕金運用要領に基づき、信用ある格付機関として指定する 5 機関のいずれかによりＡ格

以上の格付を得ている銘柄の債券の取得をしており、取得後に、付与されている格付のうちＡ格

未満が 2 分の 1 以上となった債券については、発行体の信用（債務不履行）リスクに十分留意し

たうえで、必要に応じて適切な手段（売却を含む。）を講ずることとしております。 

なお、付与されている格付がいずれもＢＢＢ格未満若しくはＢａａ格未満となった債券又は取

得原価と時価を比べて時価が著しく下落した債券については、原則として売却することとしてお

ります。 

また、国内事業者に対する債務保証の履行金（代位弁済金）である求償権は、被保証先の契約

不履行によってもたらされる信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、産業基盤

整備業務に係る債務保証事務取扱要領等に従い、定期的に経営状況や保証・担保状況を把握する

体制を整備、運用して適切に債権保全を図っております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預 

金、譲渡性預金及び未払金等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を

省略しております。 

（単位：円）      

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1)有価証券及び投資有価証券  
 

 

満期保有目的の債券  17,900,000,000 17,831,950,000 △68,050,000 

(2)求償権 1,456,540,317   

貸倒引当金 △ 1,456,540,317 - - 

 

（注）市場価格のない株式等は次のとおりです。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 

非上場株式 1,972,456,424 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つ 

のレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した 

時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算 

定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが 

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており 

ます。 

時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

（単位：円） 

区 分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(1)有価証券及び投資有価証券     

満期保有目的の債券 - 17,831,950,000 - 17,831,950,000 

(2)求償権 - - - - 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

（１）有価証券及び投資有価証券 

満期保有目的の債券 

満期保有目的の債券については、日本証券業協会が公表している売買参考統計値又は取引 
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     金融機関から提示された価格を時価としております。国債は活発な市場で取引されているた 

め、その時価をレベル１の時価に分類しておりますが、地方債及び社債は、市場での取引頻

度が低く、活発な市場における相場価格とは認められない場合、その時価をレベル２の時価

に分類しております。 

 

（２）求償権 

求償権の時価については、貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除して算定しているた 

め、レベル３の時価に分類しております。 

 

 

Ⅲ 重要な債務負担行為 

 

 該当ありません。 

 

 

Ⅳ 重要な後発事象 

  

該当ありません。 

 
 

Ⅴ 固有の表示科目の内容 

   

  該当ありません。 

 
 

Ⅵ その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

 
該当ありません。 
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附属明細書

（単位：円）

(注) 当期増加額は、満期保有目的債券の取得（7,000,000,000円）によるものであり、当期減少額は、一年基準により流動資産「有価証券」への振替（3,100,000,000円）によるものであります。

（単位：円）

（単位：円）

-                          

-                          

譲渡性預金（野村信託銀行） 1,000,000,000      1,000,000,000      1,000,000,000      

計 4,100,000,000      4,100,000,000      4,100,000,000      -                          

貸借対照表計上額合計 4,100,000,000      

第263号　利付商工債（3年） 200,000,000        200,000,000        200,000,000         -                          

200,000,000         

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91　資産除去債務
に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期減損額

有形固定資産
（減価償却費）

工具器具備品 288,750                      -                           -                           

計 288,750                      -                           -                           288,750                  288,749             -                 -                       -                   

288,750                  288,749             -                 -                       -                   1                                 

1                                 

有形固定資産
（減価償却相当額）

工具器具備品 1,230,470                    -                           -                           1,230,470                1,230,462          -                 -                       -                   8                                 

計 1,230,470                    -                           -                           1,230,470                1,230,462          -                 -                       -                   8                                 

非償却資産
工具器具備品 80,000                        -                           -                           

計 80,000                        -                           -                           80,000                    -                      -                 -                       -                   

80,000                    -                      -                 -                       -                   80,000                         

80,000                         

有形固定資産
合計

工具器具備品 1,599,220                    -                           -                           1,599,220                1,519,211          -                 -                       -                   80,009                         

計 1,599,220                    -                           -                           1,599,220                1,519,211          -                 -                       -                   80,009                         

1,456,540,317               

16,772,456,424             (注)

前払年金費用 -                               8,324,564                -                           8,324,564                8,324,564                     

貸倒引当金（△） △1,545,977,777          -                           △89,437,460          △1,456,540,317      △1,456,540,317            

長期前払費用 -                               12,642                    -                           12,642                    12,642                         

２．棚卸資産の明細

種　類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘　要
当期購入・
製造・振替

計 12,872,456,424            7,008,337,206          3,100,000,000          16,780,793,630        16,780,793,630             

その他 払出・振替 その他

投資その他の
資産

投資有価証券 12,872,456,424            7,000,000,000          3,100,000,000          16,772,456,424        

求償権 1,545,977,777              -                           89,437,460              1,456,540,317          

貯蔵品 14,586                   11,258                -                       14,586                -                       11,258                

計 14,586                   11,258                -                       14,586                -                       11,258                

３．有価証券の明細

（１）流動資産として計上された有価証券

区　分 種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額
当期費用に含ま
れた評価差額

摘　要

-                          

い　第828号　利付商工債 200,000,000        200,000,000        200,000,000         -                          

200,000,000        200,000,000        

第264号　利付商工債（3年） 200,000,000        200,000,000        200,000,000         -                          

第262号　利付商工債（3年） 200,000,000        200,000,000        

200,000,000         

い　第830号　利付商工債 200,000,000        200,000,000        200,000,000         

い　第827号　利付商工債

第1回　三菱ＨＣキャピタル株式会社社債 800,000,000        800,000,000        

200,000,000        200,000,000         -                          

い　第829号　利付商工債 200,000,000        200,000,000        

-                          

第265号　利付商工債（3年） 200,000,000        200,000,000        

第137回　三菱地所株式会社社債 500,000,000        500,000,000        500,000,000         -                          

800,000,000         -                          

200,000,000         -                          

満期保有
目的債券

第266号　利付商工債（3年） 200,000,000        

200,000,000         -                          
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（単位：円）

(注) その他有価証券に記載している区分の内容は、以下のとおりであります。

該当ありません。

該当ありません。

-                          

第207回　オリックス株式会社社債 100,000,000        100,000,000        100,000,000         -                          

第181回　東日本旅客鉄道株式会社社債 1,000,000,000      1,000,000,000      1,000,000,000      -                          

第271号　利付商工債（3年） 200,000,000        200,000,000        200,000,000         -                          

い　第872号　利付商工債 300,000,000        300,000,000        300,000,000         -                          

第3回　埼玉県公募公債(5年)

第101回　トヨタファイナンス株式会社社債 1,500,000,000      1,500,000,000      1,500,000,000      -                          

い　第874号　利付商工債 300,000,000        300,000,000        300,000,000         -                          

い　第878号　利付商工債 300,000,000        300,000,000        300,000,000         -                          

第270号　利付商工債（3年） 200,000,000        200,000,000        200,000,000         -                          

1,200,000,000      1,200,000,000      1,200,000,000      

（２）投資その他の資産として計上された有価証券

摘　要区　分 種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額
当期費用に含ま
れた評価差額

800,000,000        800,000,000        800,000,000         -                          

い　第869号　利付商工債 300,000,000        300,000,000        300,000,000         -                          

い　第870号　利付商工債 300,000,000        300,000,000        300,000,000         -                          

令和5年度第8回　千葉市公募公債 300,000,000        300,000,000        300,000,000         -                          

第272号　利付商工債（3年） 200,000,000        200,000,000        200,000,000         -                          

第282号　利付商工債（3年） 200,000,000        200,000,000        200,000,000         -                          

第158回　株式会社日本政策投資銀行社債 500,000,000        500,000,000        500,000,000         -                          

第278回　日本高速道路保有・債務返済機構債券 100,000,000        100,000,000        100,000,000         -                          

第192回　都市再生債券 100,000,000        100,000,000        100,000,000         -                          

第72回　日本学生支援債券 1,200,000,000      1,200,000,000      1,200,000,000      -                          

第21回　水資源債券 700,000,000        700,000,000        700,000,000         -                          

第48回　成田国際空港株式会社社債 500,000,000        500,000,000        500,000,000         -                          

第28回　首都高速道路株式会社社債 1,000,000,000      1,000,000,000      1,000,000,000      -                          

第72回　日本学生支援債券 700,000,000        700,000,000        700,000,000         -                          

-                          

区　分 種類及び銘柄 取得価額 時価 貸借対照表計上額
当期費用に含ま
れた評価差額

第74回　株式会社ホンダファイナンス社債 700,000,000        700,000,000        700,000,000         -                          

計 14,800,000,000    14,800,000,000    14,800,000,000    

第61回　西日本高速道路株式会社社債 800,000,000        800,000,000        800,000,000         -                          

第33回　住友金属鉱山株式会社社債 200,000,000        200,000,000        200,000,000         -                          

第71回　株式会社ホンダファイナンス社債 1,100,000,000      1,100,000,000      1,100,000,000      -                          

第33回　大和ハウス工業株式会社社債

その他
有価証券

評価差額金
摘要

その他
有価証券

＜輸入促進基盤整備出資＞ 1,972,456,424      -                       1,972,456,424      -                          -                  

(株)北九州輸入促進センター 992,000,000        -                       992,000,000         -                          

(株)大分国際貿易センター 123,000,000        -                       123,000,000         -                          -                  

-                  

愛媛エフ・エー・ゼット(株) 414,000,000        -                       414,000,000         -                          

(株)仙台港貿易促進センター 123,456,424        -                       123,456,424         -                          -                  

４．貸付金等の明細

５．長期借入金の明細

貸借対照表計上額合計 16,772,456,424    

区　分 根拠法令等

輸入促進基盤整備出資 旧輸入の促進及び対内投資事業の円滑化に関する臨時措置法（平成4年法律第22号）第8条第2号に基づく出資

-                  

(株)舞鶴２１ 187,000,000        -                       187,000,000         -                          -                  

(株)さかいみなと貿易センター 133,000,000        -                       133,000,000         -                          -                  

計 1,972,456,424      -                       1,972,456,424      -                          -                  

満期保有
目的債券
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該当ありません。

（単位：円）

（単位：円）

(注) 貸倒見積高の算定方法は、「Ⅰ重要な会計方針」の「2.引当金の計上基準(1)貸倒引当金」に記載しております。

（単位：円）

（注）退職給付引当金の期末残高には、前払年金費用が含まれております。

該当ありません。

該当ありません。

（単位：円）

計

期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 保証料収益

件数 金額 金額

１０．資産除去債務の明細

１１．法令に基づく引当金等の明細

１２．保証債務の明細

区　分

区　分

14        7,311,786,841      25        2,912,249,995      -         338,666,099        39        9,885,370,737       32,460,748                               

14        7,311,786,841      25        2,912,249,995      -         338,666,099        

件数 金額 件数 金額 件数 金額

39        9,885,370,737       32,460,748                               

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異 -                            -                            -                            -                             

第二種信用基金

確定給付企業年金等に係る債務 66,320,191              △2,316,984             3,269,689                60,733,518               

退職給付引当金 81,324,219              △7,153,940             5,890,241                68,280,038               

年金資産 65,279,174              5,943,800                2,164,892                69,058,082               

９．退職給付引当金の明細

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

計 1,545,977,777          △89,437,460           1,456,540,317          1,545,977,777          △89,437,460           

退職一時金に係る債務 80,283,202              1,106,844                4,785,444                76,604,602               

退職給付債務合計額 146,603,393             △1,210,140             8,055,133                137,338,120             

求償権 1,545,977,777          △89,437,460           1,456,540,317          1,545,977,777          △89,437,460           1,456,540,317             

破産更生債権等 1,545,977,777          △89,437,460           1,456,540,317          1,545,977,777          △89,437,460           1,456,540,317             

1,456,540,317             

８．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

貸付金等の残高 貸倒引当金の残高
摘　要

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高

計 173,252,471                 51,066,962                   4,350,195                     -                                 219,969,238                   

当期増減額 期末残高

７．引当金の明細

区　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘　要
目的使用 その他

保証債務損失引当金 168,902,276                 46,598,805                   -                                -                                 215,501,081                   

賞与引当金 4,350,195                     4,468,157                     4,350,195                     -                                 4,468,157                       

６．中小企業基盤整備債券の明細
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（単位：円）

該当ありません。

該当ありません。

法人単位の附属明細書に記載しております。

計 49,567,325                     -                                -                                49,567,325                   

-                                -                                49,567,325                   減資差益 49,567,325                     

１４．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

１５．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

１６．役員及び職員の給与の明細

１３．資本剰余金の明細

区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要
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（単位：円）

(注1)事業区分の方法

        中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開示しております。

(注2)各区分の内容

　　　新事業展開の促進・創業支援：産業競争力強化法等に基づく債務の保証及び求償権の管理並びに第３セクター出資事業により取得した株式の管理に係る経理

 　　 経営環境の変化への対応の円滑化：産業競争力強化法等に基づく債務の保証に係る経理

(注3)事業収益のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能収益の金額は、30,050,383円であり、その主な内容は、管理部門に係る収益であります。

(注4)総資産のうち、法人共通の項目に含めた配賦不能資産の金額は、23,013,404,488円であり、その主な内容は、管理部門に係る資産等であります。

(注5)前中期目標期間繰越積立金に対応する費用

　第二種信用基金に係る債務保証業務に係る経費：72,474,828円

8,324,564                       

39                                 

291,929,914                 

流動資産

固定資産

16,780,873,639               1,972,456,424               

雑損 37                               2                                39                               

8,324,564                     

8,496,917,187                 8,204,987,273               291,929,914                 -                                

14,808,417,215             1,972,456,424               -                                

Ⅴ総資産

法人税等

-                                 

１７．セグメント情報

 新事業展開の促進・創
業支援

 経営環境の変化への対
応の円滑化

計 法人共通 合計

Ⅲ事業費用、事業収益及び事業損益

事業費用

35,600,193                   33,467,034                   -                                 35,600,193                     一般管理費

雑益 -                                

債務保証料収入 32,460,748                   32,460,748                   -                                 32,460,748                     -                                

計 138,899,285                 144,338,900                 -                                 144,338,900                   

事業収益

計 34,530,748                   

-                                

34,530,748                   30,050,383                   

-                                

△104,368,537              事業損益 △5,439,615                 

-                                3,844,960                     -                                 3,844,960                       

資産　計 2,264,386,338               2,264,386,338               23,013,404,488             

△5,024,773                 

資産運用収入 2,070,000                     

 Ⅱ独立行政法人の業務運営に関して
　国民の負担に帰せられるコスト

-                                 10,874,419                     

Ⅳ臨時損益等

計

臨時利益

貸倒引当金戻入益 3,844,960                     

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△）

当期純利益又は当期純損失（△）

有価証券 -                                -                                4,100,000,000               4,100,000,000                 

Ⅰ行政コスト

損益計算書上の費用合計 138,899,285                 144,338,900                 28,880                         144,367,780                   

25,277,790,826               

長期前払費用 -                                -                                12,642                         12,642                           -                                

-                                -                                1,004,484                     1,004,484                       

-                                

△93,908,960               

-                                

-                                

未収入金 -                                

前払金 -                                

1,972,456,424               

固定資産　計

前中期目標期間繰越積立金取崩額

当期総利益又は当期総損失（△）

28,880                         -                                

工具器具備品 -                                -                                80,009                         80,009                           

743,890                         

-                                

-                                

行政コスト 138,899,285                 

-                                

70,267,216                   2,207,612                     72,474,828                   -                                 72,474,828                     

△23,641,744               △2,817,161                 △26,458,905               30,021,503                   3,562,598                       

241,074,283                   142,140,550                 98,933,733                   93,908,960                   

3,306,454                     経営環境変化対応業務費 -                                -                                 3,306,454                       

105,432,214                 108,738,668                 -                                 

2,070,000                     -                                 2,070,000                       

財務収益 -                                

4,090,546,441               4,382,476,355                 291,929,914                 

11,258                         

144,338,900                 28,880                         144,367,780                   

6,614,617                     

5,024,773                     

414,842                       7,029,459                     -                                 7,029,459                       

-                                646,224                       646,224                         

64,581,131                     -                                

-                                 105,432,214                   

-                                29,404,159                   29,404,159                     -                                

30,050,383                   △79,757,769                  

105,432,214                 

5,439,615                     

-                                

貯蔵品 -                                -                                -                                11,258                           

前払費用 -                                743,890                       

1,972,456,424               14,800,000,000             16,772,456,424               

△1,456,540,317           △1,456,540,317           -                                 △1,456,540,317              

812,949                       

投資有価証券

求償権

未収収益 -                                -                                11,868,251                   11,868,251                     

812,949                         

-                                -                                

流動資産　計

前払年金費用 -                                -                                -                                

現金及び預金 291,929,914                 

貸倒引当金（△）

1,456,540,317                 -                                 1,456,540,317               -                                1,456,540,317               

-                                

-                                

-                                

△98,933,733               30,050,383                   △68,883,350                  

△93,908,960               △5,024,773                 △98,933,733               30,021,503                   △68,912,230                  

28,880                           

5,439,615                     

-                                

3,306,454                     108,738,668                   

新事業展開・創業支援業務費 105,432,214                 

-                                

△109,808,152              

2,133,159                     

3,306,454                     

5,439,615                     

退職給付引当金戻入益

10,459,577                   414,842                       10,874,419                   
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該当ありません。

①第一種信用基金

概要

財政状態 （単位：円）

損益の状況 （単位：円）

②第二種信用基金

概要

財政状態 （単位：円）

損益の状況 （単位：円）

前払年金費用 8,324,564                                 

　貸倒引当金戻入益 1,680,000                              

　一般管理費

△766,588,914                          

投資有価証券 14,800,000,000                          

未払法人税等 28,880                                  

　 第二種信用基金は、機構法第15条第1項第7号、第9号、第10号、第14号及び第15号に掲げる業務のうち債務の保証に関するもの並びにこれらに付帯する業務に関し設け
られております。当基金は、廃止法附則第4条第13項の規定による政府出資金及び同条第14項の規定による政府以外の者からの拠出金により構成され、期末残高は
22,680,524,245円となっております。

資　産 金　額 負　債

退職給付引当金 76,604,602                            

  経営環境変化対応業務費

　新事業展開・創業支援業務費

経常費用

費　用

長期前払費用

求償権

62,508,247                            

12,642                                     

貯蔵品

105,242,808                              　債務保証料収入 32,460,748                            

3,306,454                                 　財務収益 29,401,275                            

766,588,914                              

金　額 収　益 金　額

144,148,614                              経常収益

保証債務損失引当金 215,501,081                          有形固定資産 80,009                                     

貸倒引当金（△）

金　額

臨時利益 1,680,000                              

現金及び預金 4,090,546,441                           未払金

前払金 812,949                                    

11,258                                     

預り金 845,606                                前払費用 743,890                                    

仮受金 28                                        未収収益 11,868,251                               

賞与引当金 4,468,157                              

17,536,486                            

有価証券 4,100,000,000                           

前中期目標期間繰越積立金取崩額 72,474,828                            

法人税等 28,880                                     　貸倒引当金戻入益 2,164,960                              

35,599,313                               　雑益 646,224                                

39                                           雑損 臨時利益 9,194,419                              

　退職給付引当金戻入益 7,029,459                              

前受金 17,895,403                            

未収入金 1,004,484                                 

求償権 689,951,403                              

貸倒引当金（△） △689,951,403                          

現金及び預金 203,806,544                              

　一般管理費 440                                         　財務収益 2,017                                    

費　用 金　額 収　益 金　額

経常費用 440                                         経常収益 2,017                                    

資　産 金　額 負　債 金　額

１８．その他の資産、負債、費用及び収益の明細

１９．信用基金の運用状況の明細

    第一種信用基金は、機構法第15条第1項第8号に掲げる業務のうち債務の保証に関するもの並びにこれらに付帯する業務に関し設けられております。当基金は、中小企業
総合事業団法及び機械類信用保険法の廃止等に関する法律（以下「廃止法」という。）附則第4条第14項の規定による政府以外の者からの拠出金により構成され、期末残高
は203,806,544円となっております。
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